
C o m m o n

C a r e e r

S k i l l

F r a m e w o r k

IT人材育成本部 ITスキル標準センター

共通キャリア・
スキルフレームワーク
（第一版・追補版）



共通キャリア・スキルフレームワーク
（第一版・追補版）

目　次　　

─第一版─
共通キャリア・スキルフレームワークの背景 …………………………………………………

共通キャリア・スキルフレームワークの目的…………………………………………………

共通キャリア・スキルフレームワークの構成…………………………………………………

　（ ）キャリアとレベル ……………………………………………………………………………………

　（ ）知識とスキル …………………………………………………………………………………………

　（ ）知識体系（ ： ）……………………………………………
共通キャリア・スキルフレームワークと スキル標準との関係 …………………

共通キャリア・スキルフレームワークと情報処理技術者試験との関係………

─追補版─
共通キャリア・スキルフレームワークの深化に向けて………………………………
　（ ）追補版作成の背景とねらい …………………………………………………………………

　（ ）取組みのポイント…………………………………………………………………………………
モデルの基本構造 ……………………………………………………………………………………

　（ ） モデルの構成要素………………………………………………………………………………

　（ ）タスクモデル ………………………………………………………………………………………

　（ ）人材モデル……………………………………………………………………………………………
　（ ）スキルモデル ………………………………………………………………………………………

　（ ） モデルのデータ連携イメージ ……………………………………………………………

　（ ）共通キャリア・スキルフレームワークにおけるレベル定義 …………………

今後の方針 …………………………………………………………………………………………………

【別紙 】……………………………………………………………………………………………………………
　知識体系（ ）

【別紙 】（ 公開）

　 モデル一覧
　・タスクモデル
　・スキルモデル
　・人材モデル 、
　・知識体系（ ）　他

●当文書に記載されている ページに関する情報（ 等）については、予告なく変更、
追加、削除（閉鎖）等される場合があります。あらかじめご了承願います。



　 （情報技術）が社会に浸透し、経済活動や国民生活に不可欠な基盤となっている状況の下で、我
が国経済の国際競争力の強化、社会システムの健全な発展を支える人的基盤の中心となる高度 人
材の育成は緊急の課題となっている。
　ここでいう高度 人材とは、 を中心とする高度な専門知識を保有し、それを実際のビジネスの
場で活用することによって、課題の解決と付加価値の創造、ビジネスの革新を実現できる創造的な実
務能力を発揮できる人材を指す。高度 人材は深い洞察力と豊富な経験に裏打ちされている必要が
ある。
　今後の我が国を支えていく中心となる高度 人材が果たすべき役割は、リーダとしてビジョンを
示し、メンバのモチベーションを高め、後進を育成指導し、 サービス産業、製造業を中心とした
組込みソフトウェア産業及び に携わる人材を有する一般企業における の利活用ポテンシャルを
高め、ひいては我が国の経済、国民生活の活性化・向上に貢献することである。
　こうした問題意識を踏まえ、経済産業省では 年 月、産業構造審議会情報経済分科会サー
ビス・ソフトウェア小委員会の下に「人材育成ワーキンググループ」を設置した。翌年 月には「高
度 人材の育成をめざして」❶と題する報告書が同ワーキンググループにより取りまとめられた。同
報告書では、 スキル標準（ ）や組込みスキル標準（ ）、情報システムユーザースキル標準
（ ）を整理するとともに、これらと情報処理技術者試験の対応関係を明確にし、客観的な人材育成・
評価メカニズムを構築する必要性が示された。
　当文書は、同報告書でその中核として位置づけられた「共通キャリア・スキルフレームワーク」を
具体的に整理するものである。

共通キャリア・スキルフレームワークの背景

共通キャリア・スキルフレームワークの目的
　共通キャリア・スキルフレームワークは、上記の背景を基にして必要とされる高度 人材について、
人材像とその保有すべき能力や果たすべき役割（貢献）の観点から整理した共通の人材育成・評価のた
めの枠組みである。
　共通キャリア・スキルフレームワークは、 スキル標準、組込みスキル標準、情報システムユー
ザースキル標準の スキル標準や情報処理技術者試験など、各種 人材評価指標が参照すべき共通の

❶



モデルを提供するものであり、 人材に対しては異なる業務ドメインや職種へ移っても元の職種での
レベルと新たな職種でのレベルの相違や求められるスキルや知識の相違の理解を可能とし、プロフェ
ッショナルとしての成長目標に資する枠組みを提供することを目的としている。さらに共通キャリア・
スキルフレームワークを活用することにより、人材評価メカニズムの高度化、産学連携による実践的
教育の推進、国際的な人材育成への取組み等を促進し、業種・業態、国境を超えた人材の評価・育成
と流動化を可能とし、もって我が国の高度 人材の質の向上と、海外も含めた人材の量的確保にも
資することを目的とする。

共通キャリア・スキルフレームワークの構成

）キャリア
共通キャリア・スキルフレームワークにおけるキャリアとは、 つの人材類型とこれをさらに分
類した つの人材像❷を指す。

■人材類型
①基本戦略系人材
　❖経営における付加価値を創造
　❖各種課題の による解決のための基本戦略を立案
　　これを実現する人材像としては「ストラテジスト」
②ソリューション系人材
　❖高信頼システムを実現、生産性を向上
　❖システムを設計・開発、信頼性・生産性の高い運用を総括
　　これを実現する人材像としては「システムアーキテクト」、「サービスマネージャ」、「プロジェク
トマネージャ」、「テクニカルスペシャリスト」

③クリエーション系人材
　❖技術イノベーションを創造
　❖新しい要素技術を用いて社会・経済的なフロンティアを開拓
　　これを実現する人材像としては「クリエータ」

❷ つの人材像に規定されない職種として スキル標準にはエデュケーション職種が定義されている。

（ ）キャリアとレベル
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【表 】　共通キャリア・スキルフレームワークの人材類型と人材像

共通キャリア・スキルフレームワーク

人材類型 人材像 人材像の役割 要求される能力又は
スキルセット

基本戦略系 ストラテジスト を活用した
ビジネス価値
の増大をリー
ドする。

マーケット・ストラテジスト：
企業、事業、製品及びサービス
市場の動向を分析・予測し、事
業戦略、販売戦略等のビジネス
戦略を企画立案すると共に、そ
れを企業の経営方針と照らし合
わせ、課題解決のためのソリュー
ションを提案する。

ビジネスモデル・ストラテジスト：
企業の経営戦略に基づき を活
用する戦略を提案・策定又は製
品を提案すると共に、それに伴う
経営上のリスクや投資効果を明
確にし、経営層に対し説明を行う。

業務プロセス・ストラテジスト：
特定業務プロセスの最適化を実
施する。

組込み製品ストラテジスト：
特定の製品戦略の構築段階から
による機能実現、保守、廃棄

までの戦略を策定する。

個別プロセスにおける制御系エン
ジニア：
高度な 関連スキルを用いてプ
ロセスを制御するための設計、構
築、運用を行う。

◆経営環境の変化についての洞察
と新たなビジネスモデル戦略に
ついてのビジョンを描く能力
◆ （エンタープライズアーキテ
クチャ）等企業活動・特定業務
プロセスをモデル化・構造化す
る能力
◆隣接するプロセス関連知見（例：
発電所の制御方法）
◆特定の企業における各種データ
の構造化に関する知見



共通キャリア・スキルフレームワーク

人材類型 人材像 人材像の役割 要求される能力又は
スキルセット

ソリューション

系
システム

アーキテクト

ビジネス戦略
に対して最適
なシステムを

デザインする。

戦略を受け、ソリューションを
構成する、又は組込み製品開発
に必要となる要件を定義し、それ
を実現するためのアーキテクチャ
を設計する。

〈開発系〉
◆ の構造変化についての知見
◆特定の開発モデル・手法につい
ての知見・習熟
◆特定の ソリューション戦略に
ついてハードウェア、ソフトウェ
ア、ネットワークの最適組合せ
の構築能力
◆プロジェクトマネジメント能力（資
源配分についての統率能力）
◆各種のエンジニアリング能力（見
積、品質等）
◆コミュニケーション能力
◆グローバルな 資源調達能力

〈運用・監査系〉
◆個別のリスク要因についての知
見、対処の知見
◆コスト分析能力

プロジェクト

マネージャ

与えられた制
約条件（品質、
コスト、納期
等）下で、信
頼性の高いシ
ステム構築を
総括する。

システム開発プロジェクトの責任
者として、プロジェクト計画を作
成し、必要となる要員や資源を
確保し、予算、納期、要求品質
について責任をもってプロジェク
トを遂行する。

テクニカル

スペシャリスト

データベース

やネットワー

ク等の技術ド
メインでの実
装を担当する。

設計されたアーキテクチャの中
で、求められるシステムのアプリ
ケーションの設計・構築やネット
ワークやデータベース、セキュリ
ティ等の固有技術を活用した、最
適なシステム基盤の構築を行う。

サービス

マネージャ

継続的な高い
信頼性を確保
しつつ、シス
テムを維持す
る。

構築されたシステム及び製品につ
いて、安定稼働を確保し、障害
発生時においては被害の最小化
を図る等、安全性と信頼性の高
いサービスの提供を行うほか、構
築されたシステム及び製品につい
て、求められている機能要件、非
機能要件、信頼性、安定性につ
いての品質確認を行う。
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共通キャリア・スキルフレームワーク

人材類型 人材像 人材像の役割 要求される能力又は
スキルセット

クリエーション

系
クリエータ 新たな要素技

術の創造等に
より社会・経
済にイノベー
ションをもた

らす。

新たなプログラミング言語や要素
技術（ 等）を開発する。また、
新たなビジネスモデルの開発や、
独創性・将来性の高いソリューシ
ョンの提案等を行う。

◆ アーキテクチャ革命の方向性
についてのビジョン

◆開発言語、開発環境、開発プロ
セス等メタレベルの 概念の構
想能力
◆ 、データベース、ネットワー
クに関する基本要素技術の知識

その他 （記述なし） スキル標準
のエデュケー

ションが該当
する。

企業等の 人材の教育、研修等
を行い 人材の育成を実施する。

◆ 、データベース、ネットワー
クに関する基本要素技術の知見
やソフトウェアエンジニアリング

等の教育に必要となる手法　



）レベルの定義
レベルは、人材に必要とされる能力及び果たすべき役割（貢献）の程度により、レベル からレ

ベル までの 段階で定義する。

）共通キャリア・スキルフレームワークに基づくキャリアレベル判定
①レベル ～ については、各レベルに応じた情報処理技術者試験への合格を、当該レベルにおけ
るエントリ基準❸として各レベルで期待される必要な能力に到達しているものと見なすことが
できる。
②レベル については、情報処理技術者試験の結果のほか、業務履歴の確認と面接等も併用する
など経験の実績の確認を各スキル標準の評価基準によって判断する。
③レベル 以上については、プロフェッショナルとしての貢献等も含めて経験と実績等を確認す
るとともに、上位のレベル又は同レベルのピアレビュー等を通じて各スキル標準の評価基準に
よって判断する。

【表 】　共通キャリア・スキルフレームワークのレベル定義

❸当該レベルの領域に達したという基準である。

レベル 定　　　　　義

レベル 「高度な知識・スキルを有する世界に通用するハイエンドプレーヤ」
業界全体から見ても先進的なサービスの開拓や事業改革、市場化などをリード
した経験と実績を有し、世界レベルでも広く認知される。

レベル 「高度な知識・スキルを有する国内のハイエンドプレーヤ」
社内だけでなく業界においても、プロフェッショナルとしての経験と実績を有し、
社内外で広く認知される。

レベル 「高度な知識・スキルを有する企業内のハイエンドプレーヤ」
プロフェッショナルとして豊富な経験と実績を有し、社内をリードできる。

レベル 高度な知識・スキルを有し、プロフェッショナルとして業務を遂行でき、経験
や実績に基づいて作業指示ができる。またプロフェッショナルとして求められる
経験を形式知化し、後進育成に応用できる。

レベル 応用的知識・スキルを有し、要求された作業についてすべて独力で遂行できる。

レベル 基本的知識・スキルを有し、一定程度の難易度又は要求された作業について、
その一部を独力で遂行できる。

レベル 情報技術に携わる者に必要な最低限の基礎的知識を有し、要求された作業に
ついて、指導を受けて遂行できる。
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　高度 人材には高いスキルが求められる。ここで言う「スキル」とは、「知識を活用して成果を生
み出す能力」をいう。したがって、スキルの獲得には当該分野に関する知識がまず必要不可欠である。

）知識
知識は大きく つの分野に区分ができると考えられる。すなわち、（ ）コンピュータ言語やアル
ゴリズム、システム設計・開発といったテクノロジ系知識、（ ）開発や運用に関わるマネジメン
ト系知識及び（ ）ビジネス（インダストリ）知識や製品知識あるいはコンプライアンスや関連
法令知識や経営戦略的知識等のストラテジ系知識である。これらの知識は、学習することによっ
て一定の範囲で身に付くものであるが、それが直ちにスキルに直結して成果が発揮されるもので
はない。知識はスキルを発揮するために必要な要素と考えられる。

）スキル
これに対し、スキルは、「知識」を活用して、実際のプロジェクト等の経験を重ねることによって
体得されるものである。したがって、スキルを獲得するためにはプロジェクトに参加し、実践を
重ねていくことが必要である。スキルは、技術的スキルと、経験を重ねるごとに培われるチーム
の取りまとめ能力や、ステークホルダ間の調整能力といった非技術的スキル（ヒューマン系スキル）
に区分することが可能である。より上位のレベルでは、非技術的なスキルの占める割合が高くな
ってくると考えられる。ただし、上位レベルの人材においても、非技術的なスキルばかりでなく、
常に時代の技術変化や産業構造の変化等を踏まえ、不断の知識の獲得と実践によるスキルの研鑽
が必要である。

　共通キャリア・スキルフレームワークのレベル からレベル に必要とされる知識に関しては、共
通の （ ）として体系化することとした。これによって図 のように各スキ
ル標準のキャリア毎に必要となる知識項目を共通の を通じて参照することが可能となる。

（ ）知識とスキル

（ ）知識体系（ ： ）



共通キャリア・スキルフレームワーク
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【図 】　知識体系（ ）とスキル標準（レベル ～ ）の構造
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　情報技術に関係するスキル標準は、現在、次の 種類がある。

（ ） スキル標準（ ）
各種 関連サービスの提供に必要とされる能力を明確化・体系化した指標。 サービス・プロ
フェッショナルの育成・教育のために有用な共通枠組み。主にシステム開発・提供を行うベンダ
系人材を対象。

（ ）組込みスキル標準（ ）
組込みソフトウェア開発に関する最適な人材育成、人材の有効活用を実現するための指標。組込
み系システム開発を行う人材を対象。

（ ）情報システムユーザースキル標準（ ）
情報システムを活用するユーザ企業／組織において必要となるスキルをシステムの企画・開発か
ら保守・運用までのソフトウェアライフサイクルプロセスに基づき体系化した指標。情報システ
ム利用者側の観点から に携わる人材を対象。

　 スキル標準はそれぞれの特徴をもっており、対象とする人材も異なるため、独自に発展してきた。
そこで共通キャリア・スキルフレームワークを参照モデルとして設計し、各スキル標準が相互にキャ
リア及びスキルを参照できるようにした【図 】。また各スキル標準の職種／人材像と共通キャリア・
スキルフレームワークの人材類型／人材像の対応を表 にまとめた。各スキル標準では、共通キャリ
ア・スキルフレームワークで定義した知識項目を参照し、目的に合わせた活用が望まれる。

（詳細は、各スキル標準を参照）

共通キャリア・スキルフレームワークと
スキル標準との関係



【図 】　参照モデルとしての共通キャリア・スキルフレームワーク
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【表 】　共通キャリア・スキルフレームワークと各スキル標準の職種との対応

共通キャリア・スキル
フレームワーク 各スキル標準の職種

人材類型 人材像 スキル標準 組込みスキル標準 情報システムユーザー
スキル標準

基本戦略系 ストラテジスト

マーケティング

セールス

コンサルタント

プロダクトマネージャ

ビジネスストラテジスト

ストラテジスト

プログラムマネージャ

アナリスト

ソリューション系

システム

　アーキテクト
アーキテクト システムアーキテクト アーキテクト

プロジェクト

　マネージャ
プロジェクト

　マネジメント

プロジェクトマネージャ

ブリッジ

開発プロセス改善
スペシャリスト

プロジェクトマネージャ

テクニカル

　スペシャリスト

スペシャリスト

アプリケーション

スペシャリスト

ソフトウェア

　デベロップメント

ドメインスペシャリスト

ソフトウェアエンジニア

開発環境エンジニア
スペシャリスト

テストエンジニア

アプリケーション

デザイナー

システムデザイナー

サービス

　マネージャ

カスタマサービス

サービス

　マネジメント
（記述無し）

オペレーション

アドミニストレータ

セキュリティ

　アドミニストレータ
スタッフ

オーディタ

クリエーション系 クリエータ （記述無し）

その他 （記述無し） エデュケーション （記述無し） （記述無し）



共通キャリア・スキルフレームワークと
情報処理技術者試験との関係

　 年 月から実施される情報処理技術者試験❹は、原則として共通キャリア・スキルフレーム
ワークに準拠した体系として設計されている【図 】。

（ ）ストラテジスト、システムアーキテクト、プロジェクトマネージャ、サービスマネージャ及びテ
クニカルスペシャリストの 人材像のレベル からレベル を対象とする。（クリエータ系人材、
及びその他の のエデュケーションに対応する人材については、試験の対象外としている。）

（ ）共通キャリア・スキルフレームワークのレベル からレベル については、対象とする 人材像
に共通した試験を設け、それぞれを各レベルのエントリ基準とする。このうち、レベル に対応
する試験を「 パスポート試験」、レベル に対応する試験を「基本情報技術者試験」、レベル
に対応する試験を「応用情報技術者試験」とする。

（ ）レベル に対応する試験については、「高度試験」と総称し、具体的には、ストラテジストに対
応する試験を「 ストラテジスト試験」、システムアーキテクト及びテクニカルスペシャリスト
の一部に対応する試験を「システムアーキテクト試験」、プロジェクトマネージャに対応する試
験を「プロジェクトマネージャ試験」、サービスマネージャに対応する試験を「 サービスマネ

ージャ試験」とする。テクニカルスペシャリストについては、担当する技術領域を明示し、「ネ
ットワークスペシャリスト試験」、「データベーススペシャリスト試験」、「エンベデッドシステム
スペシャリスト試験」の三つに細分する。このほかに、「情報セキュリティスペシャリスト試験」
と「システム監査技術者試験」を設け、それぞれテクニカルスペシャリスト、サービスマネー
ジャに対応付ける。レベル と評価されるためには、当該高度試験の結果の他、面接等を併用す
るなど業務経歴の確認と実績を各スキル標準の評価基準等によって、各企業等において確認し、
判断される。なお、システム監査技術者試験については、引き続き独立系の高度試験として実施
する。

❹関連資料　
　制度説明　
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【図 】　共通キャリア・スキルフレームワークのレベルと新情報処理技術者試験の対応



共通キャリア・スキルフレームワークの
深化に向けて

　産業構造審議会の提案❺を受け 年 月に発表した「共通キャリア・スキルフレームワーク（第
一版）」（以下、共通キャリア・スキルフレームワークの略称を ❻と表記）により、 スキル標準
（ ）、情報システムユーザースキル標準（ ）、組込みスキル標準（ ）（以下、 つのスキ

ル標準を総称して、スキル標準と表記）の相互関係及び情報処理技術者試験との対応関係が整理され
た。それぞれのスキル標準、情報処理技術者試験の活用が進み、日本の高度 人材育成に寄与して
いる。

　一方、 を取り巻く環境も大きく変化している。グローバル化の進展、新たなプレーヤの台頭と
言った競争環境の激化や、次世代端末の登場などで、社会や企業での情報システム活用が進むととも
に、スマートグリッドなど機器と情報システムが融合した 社会基盤が進展している。クラウドコ
ンピューティングに代表される情報システムの新しい流れは、従来のシステム開発の需要を変化させ
ている。
　この変化は 人材の業務内容や必要なスキルに大きな影響を与え、高度人材を含め、求められる
人材像も多様化している。
　こうした背景は、各社における プロフェッショナルの育成を見直す契機ともなっている。

　今回の取組みは、各社がこれらの変化に対応し、それぞれのニーズや目的に合わせてスキル標準を
参照モデルとして柔軟に活用できるよう、スキル標準を共通の構造で整理し、 （第一版）に追
補するものである。
　これによって、各社が、グローバル化、サービス化が進む厳しい競争環境の中で、戦略的な人材育
成を行うことでビジネス競争力の強化に繋げ、ひいては日本の競争力強化に資することをねらいとす
るものである。

❺産業構造審議会情報経済分科会情報サービス・ソフトウェア小委員会人材育成ワーキンググループ報告書　～高度 人材の育
成をめざして～（ 年 月公表）　

❻ ： 、共通キャリア・スキルフレームワークの略称名とする。

（ ）追補版作成の背景とねらい
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）スキル標準より つのモデルを定義
　 （第一版）で整理された共通の「知識体系（ ）」に加え、現在のスキル標準それぞれ
が備えているコンテンツを、「タスク」「職種／人材像」「スキル／知識」を軸に整理❼し、それぞれ
「タスクモデル」「人材モデル」「スキルモデル」として体系化を行った。（以下、これら 種類の
モデルを総称して モデルと表記）
　これにより、スキル標準の構造の違いを意識せず、 モデルから、企業が自社に必要なものを
活用して、「企業のビジネス目標達成に貢献する人材の育成」を実現できるようにするものである。
【図 】
　特に、これまで つのスキル標準で個別に定義してきたスキル定義を一元化しており、今後の
時代の変化に即し、 スキルの活用力向上に向け、 スキル領域の拡張や、最新化を進めていく。
【別紙 （ 公開）：タスクモデル、人材モデル、スキルモデル】

）知識体系（ ）の知識項目例を改訂
　今回、スキル標準の「スキル／知識」を整理したことに伴い、昨今の技術動向と照らし、「知
識体系（ ）」の「知識項目例」の改訂を行った。
【別紙 ：知識体系（ ）】

）各社の人材育成を支援
　以上の取組みを各社の人材育成に有効活用頂くため、下記を併せて提供する。

●「共通キャリア・スキルフレームワーク（第一版・追補版）コンテンツ活用ガイド」の提供
当文書の公開に合わせ、企業が、 で体系化されたコンテンツを利活用するための「共通キャ
リア・スキルフレームワーク（第一版・追補版）コンテンツ活用ガイド」（以下「活用ガイド」と表記）
を提供する。

●データセットとツールの提供
「活用ガイド」を参考に、企業が のコンテンツを自由に利活用できるよう、データセットを

の ページ❽に公開する。
また、 のコンテンツを「活用ガイド」に沿って、利活用する簡易ツールとして、「共通キャリア・
スキルフレームワーク活用ツール（ ）」を提供する。これにより、企業が自社のビジネ
ス戦略に沿った人材像の検討や、見直しを容易にできるようにしていく。

（ ）取組みのポイント

❼第一版において、情報処理技術者試験に準拠したレベル からレベル に必要とされる知識を、共通の （
）として体系化している。これにより、各スキル標準のキャリア毎に必要となる知識項目を共通の を通じて参照すること

を可能としている。また、「知識」と「スキル」の定義を明確に示しており、それに基づき、整理を行っている。（当文書、 頁参照）
❽



●新しい役割像やビジネスモデル別のテンプレートの提供（今後予定）
を活用して、多様なビジネスモデルに対応した新たなロールモデル（新人材像）や、主

に中小企業に向け、特定のビジネスモデルにおける役割分担を例示したテンプレートを順次公開し
ていく。これにより、ビジネスの変化、人材像の多様化に対応し企業が求める人材ニーズに応えて
いく。

【図 】共通キャリア・スキルフレームワーク（第一版・追補版）のコンセプト
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　図 は、 モデルを中心に導入活用プロセスで参照する局面と、各スキル標準のコンテンツとの位
置づけを示したものである。

モデルの基本構造

【図 】導入活用プロセス／ モデル／スキル標準コンテンツの関連と位置づけ

（ ） モデルの構成要素

　ここで示すように、スキル標準のコンテンツを分類、整理し、 モデルを作成した。これによって、
企業は、「活用ガイド」の「導入活用プロセス」を参考にして、スキル標準の構造の違いを意識する
ことなく、 モデルを活用して、自社にあった人材育成施策を検討することができる。

　今後、ますます競争の激化や市場環境の変化が進み、人材育成には、固定的なものではなく、柔軟



❾ ：ソフトウェアライフサイクルプロセス
　国際標準化機構（ ）によって策定されたソフトウェアライフサイクルプロセスの標準的なモデル
　 は日本版のガイドラインである「共通フレーム」（ ）を発行
　 にはタスク定義に相当するものが存在しないため、 を元に整理している。

な対応ができる仕組みが必要となる。この モデルは、今後のビジネス環境の変化を前提とした考え
に基づいている。
　したがって、これらのモデルは、時代の変化に合わせ、適宜、見直しや追加を進めていく。

　「タスクモデル」は、「仕事の定義」であり、 サービスに関連して求められる機能や役割（課さ
れる仕事）を定義したものである。企業目標を達成するために必要な機能群で、各スキル標準におけ
る各定義（以下）に、共通のコードを割り振り、大・中・小分類の 階層で整理分類した一覧表である。
【別紙 （ 公開）：タスクモデル】

　──
　　　 投資局面
　　　（ ❾）
　──
　　　機能役割定義の機能（タスク）部分
　──
　　　スキル基準の開発技術、管理技術の第 階層部分

　「タスクモデル」は、企業が人材育成を検討する際、自社の企業戦略や事業計画から、自社の組織
機能や人材の役割を定義する際に、参照できるモデルである。

　スキル標準を、自社のビジネス強化に有効に活用していくためには、企業は「タスクモデル」を参
照して、自社の経営戦略や事業計画を反映した機能や役割の定義を行うことが重要となる。【図 】
　企業は、「活用ガイド」の「導入活用プロセスの要求分析～機能分析」のステップにおいて、「タス
クモデル」を参照しながら自社固有のタスクを定義することができる。

（ ）タスクモデル
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　「人材モデル」は「役割分担の例示」であり、求められるタスクの役割分担例を示したものである。
スキル標準それぞれで定義しているキャリアフレームワークや、職種定義、人材像定義等（以下）か
ら整理している。これらは、 で示された つの人材類型と、これをさらに分類した つの人材
像で分類されている。10

【別紙 （ 公開）：人材モデル 】

　──
　　　キャリアフレームワーク、職種定義
　──
　　　キャリアフレームワーク、人材像定義
　──
　　　キャリア基準

　「人材モデル」は、企業が自社のビジネス活動や組織活動に必要な人材像を定義する際に、参照で
きるモデルである。「人材モデル」を、参照モデル（役割分担例）として自社にあったものにカスタ

（ ）人材モデル

当文書 頁、「【表 】共通キャリア・スキルフレームワークの人材類型と人材像」と、スキル標準の職種定義、人材定義を整理
したもの

【図 】タスクモデル活用の考え方



マイズして活用できるよう、「タスクモデル」との関連付けを示している。具体的には、 プロフェ

ッショナルとしての責任性の観点から、「人材モデル」ごとに、責任を持つ主たる担当領域と、関わ
る必要のある従たる担当領域を明確にしている。
【別紙 （ 公開）：人材モデル 】

　企業は、「活用ガイド」の「人材像策定」のステップで、これらを参照しながら自社固有の人材像
を定義したり、見直しをしたりすることができる。

　各スキル標準は、参照モデルとしての活用を前提としている。その理由は、各企業のビジネス領域
やビジネスモデルによって、必要とされるタスクや人材像などが異なるためである。
　したがって、「タスクモデル」を参照しながら、自社における仕事の役割や、機能分担を明確にし、
必要なスキルを設定して人材像を可視化することが必要である。

　さらに、企業は「人材モデル」を活用することにより、リソースマネジメントの観点で自社に必要
な人材像と、求めるレベル感を策定することが重要となる。
　つまり、自社戦略に即した固有の人材モデル（自社人材像、自社キャリアフレームワーク）を作成
することになる。【図 】

【図 】人材モデル活用の考え方
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　 を例に取ると、設定された職種・専門分野は、主として大規模 型のビジネスモデルを念頭
に作られてきた経緯があり、カスタマイズしたり、大規模 モデル以外で活用する際、作業の負担
などが大きく、導入が難しいとの声があった。
　 モデルは、このような課題を解消し、活用企業の規模やビジネスモデルに合わせて、柔軟に人材
育成施策を組み上げることを可能にしたモデルである。

　さらに、この取組みを加速するため、多様なビジネスモデルから、パターン化した人材モデルを増
やし、テンプレートとして公開していく予定であり、各社の導入負荷の低減を図り、スキル標準の普
及、活用を支援していく。

　「スキルモデル」はスキル標準のスキル定義を一元化したものである。スキル標準における各定義（以
下）を、「タスクモデル」の小分類を軸に、「～できる」表現で一元化し、共通のコードを割り振った
一覧表である。
【別紙 （ 公開）：スキルモデル】

　──
　　　スキル熟達度定義、スキルディクショナリ
　──
　　　機能役割定義
　──
　　　スキル基準（スキルフレームワーク）

　「スキルモデル」は、人材育成において、自社、自組織のビジネス活動に必要な「タスク」を担う「人
材像」に求められる「スキルセット」を明確にする拠り所となるものである。
　また、「スキルモデル」と「知識体系（ ）」との対応付けを整理し、スキル標準と情報処理技
術者試験（午前）との対応をより具体化した。これにより、各社で定義した「自社人材像」に関連す
る試験を有効に活用できる。
　さらに、「スキルモデル」により、教育リソースをスキル標準で共用可能としていく予定である。
【別紙 （ 公開）：知識体系（ ）他】

（ ）スキルモデル



（ ） モデルのデータ連携イメージ

　 モデルのデータ構造を関係図（ 図： ）で表現すると図 になる。

【図 】 モデルの関係図

　上図は、 モデル、つまり企業活動のためのタスク群、タスクを実現するためのスキルセット、タ
スクで役割分担された人材像の関係を表している。それぞれが独立しており、自由に組み合わせがで
きるようになっている。タスクを軸にそれぞれが関連づく実装形態として、データセットを公開する。

　・タスクを定めると、その実施に必要なスキル、および知識が定まる
　・タスクの組合せによって、その役割を果たす職種、又は人材像が定まる

　 モデルは独立したリレーショナル型なので、自社のビジネス戦略に沿って、人材育成施策の新た
な検討や、見直し等に柔軟に活用することができる。
　今後、時代の変化やニーズに対応し、「タスクモデル」、「人材モデル」、「スキルモデル」を追加、
整備していく予定である。
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（ ）共通キャリア・スキルフレームワークにおけるレベル定義

【図 】共通キャリア・スキルフレームワークに基づくレベル定義

　 におけるレベル定義11は、人材に必要とされる能力及び果たすべき役割（貢献）の程度により、
レベル からレベル の 段階で表される。【図 】
　スキル標準と情報処理技術者試験の関係は、 （第一版）において、既に対応付けが提示され
ている。本取組みで、スキル標準側のスキル定義を「スキルモデル」として共有化することで、「知
識体系（ ）」との対応関係を強化している。
　各企業で情報処理技術者試験を活用する場合は、 のレベルに照らし合わせ、該当する試験区
分の試験を用いることができる。

11当文書 頁、「 ）レベルの定義」、「 ）共通キャリア・スキルフレームワークに基づくキャリアレベル判定」参照



今後の方針
　本取組みは、時代の変化を見据え 人材の育成策を戦略的に推進するため、スキル標準や情報処
理技術者試験を人材育成に活用する企業から見て、わかりやすく使いやすいものにするものである。
　今後は時代の要請に応じ、必要とされる人材像やビジネスモデル別のテンプレートを公開し、併せ
て モデルおよび知識体系（ ）の更新を適宜行っていく。
　技術進歩、ビジネスの変化に適切に対応していくことにより、スキル標準と情報処理技術者試験を
通じ、グローバルに通用する人材の育成に貢献していきたい。

追
補
版
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■知識体系（ ） 版

分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系

基礎理論 基礎理論 離散数学 進数、基数、数値表現、演算精度、集合、ベン図、
論理演算、命題　など

応用数学 確率・統計、数値解析、数式処理、グラフ理論、待ち
行列理論　など

情報に関する理論 符号理論、述語論理、オートマトン、形式言語、計算量、
人工知能、知識工学、学習理論、コンパイラ理論、プロ
グラミング言語論・意味論　など

通信に関する理論 伝送理論（伝送路、変復調方式、多重化方式、誤り検出・
訂正、信号同期方式ほか）　など

計測・制御に
関する理論

信号処理、フィードバック制御、フィードフォワード制御、
応答特性、制御安定性、各種制御、センサ・アクチュエ
ータの種類と動作特性　など

アルゴリズムと
プログラミング

データ構造 スタックとキュー、リスト、配列、木構造、 分木　など

アルゴリズム 整列、併合、探索、再帰、文字列処理、流れ図の理解、
アルゴリズム設計　など

プログラミング 既存言語を用いたプログラミング（プログラミング作法、
プログラム構造、データ型、文法の表記法ほか）　など

プログラム言語 プログラム言語（アセンブラ言語、 、 、 、
❶、 、 、 、 、 ほか）

の種類と特徴、共通言語基盤（ ）　など

その他の言語 マークアップ言語（ 、 ほか）の種類と特徴、
データ記述言語（ ）　など

コンピュータ
システム

コンピュータ
構成要素

プロセッサ コンピュータ及びプロセッサの種類、構成・動作原理、
割込み、性能と特性、構造と方式、 と 、命令
とアドレッシング、マルチコアプロセッサ　など

メモリ メモリの種類と特徴、メモリシステムの構成と記憶階層
（キャッシュ、主記憶、補助記憶ほか）、アクセス方式、

ファイル、メモリの容量と性能、記録媒体の種類
と特徴　など

バス バスの種類と特徴、バスのシステムの構成、バスの制御
方式、バスのアクセスモード、バスの容量と性能　など

入出力デバイス 入出力デバイスの種類と特徴、入出力インタフェース、デ
バイスドライバ、デバイスとの同期、アナログ・ディジタ
ル変換、 　など

入出力装置 入力装置、出力装置、表示装置、補助記憶装置・記憶
媒体、通信制御装置、駆動装置、撮像装置　など

システム
構成要素

システムの構成 システムの処理形態、システムの利用形態、システムの
適用領域、仮想化、クライアントサーバシステム、
システム、シンクライアントシステム、フォールトトレラン
トシステム、 、 、 、 、ハイパフォーマ
ンスコンピューティング（ ）、クラスタ　など

システムの
評価指標

システムの性能指標、システムの性能特性と評価、シス
テムの信頼性・経済性の意義と目的、信頼性計算、信
頼性指標、信頼性特性と評価、経済性の評価、キャパ
シティプランニング　など

ソフトウェア オペレーティング
システム

の種類と特徴、 の機能、多重プログラミング、
仮想記憶、ジョブ管理、プロセス タスク管理、データ
管理、入出力管理、記憶管理、割込み、ブートストラッ
プ　など



分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系

コンピュータ
システム

ソフトウェア ミドルウェア 各種ミドルウェア（ などの 、 、各種ラ
イブラリ、コンポーネントウェア、シェル、開発フレーム
ワークほか）の役割と機能、ミドルウェアの選択と利用
など

ファイルシステム ファイルシステムの種類と特徴、アクセス手法、検索手法、
ディレクトリ管理、バックアップ、ファイル編成　など

開発ツール 設計ツール、構築ツール、テストツール、言語処理ツー
ル（コンパイラ、インタプリタ、リンカ、ローダほか）、
エミュレータ、シミュレータ、インサーキットエミュレー
タ（ ）、ツールチェーン、統合開発環境　など

オープンソース
ソフトウェア

の種類と特徴、 系 、オープンソースコミュ
ニティ、 、オープンソースライブラリ、
の利用・活用と考慮点（安全性、信頼性ほか）、動向
など

ハードウェア ハードウェア 電気・電子回路、機械・制御、論理設計、構成部品及
び要素と実装、半導体素子、システム 、 （

）、 、 、診断プログラム、消費電
力など

技術要素 ヒューマン
インタフェース

ヒューマン
インタフェース技術

インフォメーションアーキテクチャ、 、音声認識、画
像認識、動画認識、特徴抽出、学習機能、インタラクテ
ィブシステム、ユーザビリティ、アクセシビリティ　など

インタフェース設計 帳票設計、画面設計、コード設計、 デザイン、人
間中心設計、ユニバーサルデザイン、ユーザビリティ評価
など

マルチメディア マルチメディア技術 オーサリング環境、音声処理、静止画処理、動画処理、
メディア統合、圧縮・伸長、 　など

マルチメディア応用 （ ）、 （ ）、
（ ）、メディア応用、モーショ

ンキャプチャ　など

データベース データベース方式 データベースの種類と特徴、データベースのモデル、
など

データベース
設計

データ分析、データベースの論理設計、データの正規化、
データベースのパフォーマンス設計、データベースの物
理設計　など

データ操作 データベースの操作、データベースを操作するための言語
（ ほか）、関係代数　など

トランザクション
処理

排他制御、リカバリ処理、トランザクション管理、デー
タベースの性能向上、データ制御　など

データベース
応用

データウェアハウス、データマイニング、分散データベー
ス、リポジトリ、メタデータ、ビッグデータ　など

ネットワーク ネットワーク方式 ネットワークの種類と特徴（ 、有線･無線、
センサネットワークほか）、インターネット技術、回線に
関する計算、パケット交換網、 、 　など

データ通信と
制御

伝送方式と回線、 間接続装置、回線接続装置、電
力線通信（ ）、 基本参照モデル、メディアアクセ
ス制御（ ）、データリンク制御、ルーティング制御、
フロー制御　など

通信プロトコル プロトコルとインタフェース、 、 、 、
、 、 、 　など

知
識
体
系

（

）
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分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系

技術要素 ネットワーク ネットワーク
管理

ネットワーク運用管理（ ）、障害管理、性能管理、
トラフィック監視　など

ネットワーク
応用

インターネット、イントラネット、エクストラネット、モバ
イル通信、ネットワーク 、通信サービス　など

セキュリティ 情報セキュリティ 情報の機密性・完全性・可用性、脅威、脆弱性、攻撃
手法（ インジェクション、クロスサイトスクリプティ
ング、 攻撃、フィッシング、標的型攻撃ほか）、暗
号化技術（共通鍵、公開鍵、秘密鍵、 、 、ハ
イブリッド暗号、ハッシュ関数ほか）、認証技術（ディジ
タル署名、メッセージ認証、タイムスタンプほか）、利用
者認証（ ・パスワードほか）、生体認証技術、公開鍵
基盤（ 、認証局、ディジタル証明書ほか）、政府認証
基盤（ 、ブリッジ認証局ほか）　など

情報セキュリティ
管理

情報資産とリスクの概要、リスク分析と評価、情報セキ
ュリティポリシ、 　など

セキュリティ
技術評価

（コモンクライテリア）、 （ セキ
ュリティ評価及び認証制度）、 （暗号モジュール
試験及び認証制度）　など

情報セキュリティ
対策

アカウント管理、アクセス制御、ログ管理、マルウェア
対策、不正アクセス対策、ファイアウォール、 、侵
入検知 侵入防止、検疫ネットワーク、情報漏えい対策、
無線 セキュリティ（ ほか）、携帯端末（携帯
電話、スマートフォン、タブレット端末ほか）のセキュリ
ティ、入退室管理、情報セキュリティ教育、ディジタルフ
ォレンジックスなど

セキュリティ
実装技術

セキュアプロトコル（ 、 、 ほか）、認証
プ ロトコ ル（ 、 、 、 、

ほか）、セキュア 、ネットワークセキュリティ、
データベースセキュリティ、アプリケーションセキュリティ、
セキュアプログラミング　など

開発技術 システム開発
技術

システム要件定義 システム要件定義（機能、能力、業務・組織及び利用
者の要件、設計条件、適格性要件ほか）、システム要件
の評価など

システム方式設計 システムの最上位レベルでの方式確立（ハードウェア・
ソフトウェア・手作業の機能分割、ハードウェア方式設計、
ソフトウェア方式設計、システム処理方式設計、データ
ベース方式設計ほか）、システム方式の評価　など

ソフトウェア
要件定義

ソフトウェア要件の確立（機能、能力、インタフェースほ
か）、ソフトウェア要件の評価、ヒアリング、ユースケース、
プロトタイプ、 、 図、 　など

ソフトウェア
方式設計・
ソフトウェア詳細設計

ソフトウェア構造とコンポーネントの設計、インタフェー
ス設計、ソフトウェアユニットのテストの設計、ソフトウェ
ア結合テストの設計、ソフトウェア品質、レビュー、ウォ
ークスルー、ソフトウェア設計評価、プロセス中心設計、
データ中心設計、構造化設計、オブジェクト指向設計、
モジュールの設計、アーキテクチャパターン、デザインパ
ターン　など

ソフトウェア
コード作成及び
テスト

ソフトウェアコード作成、コーディング基準、コーディン
グ支援手法、コードレビュー、メトリクス計測、デバッグ、
テスト手法、テスト準備（テスト環境、テストデータほか）、
テストの実施、テスト結果の評価　など



分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系

開発技術 システム開発
技術

ソフトウェア結合・
ソフトウェア適格性
確認テスト

テスト計画、テスト準備（テスト環境、テストデータほか）、
テストの実施、テスト結果の評価　など

システム結合・
システム適格性
確認テスト

テスト計画、テスト準備（テスト環境、テストデータほか）、
テストの実施、テスト結果の評価、チューニング、テス
トの種類（機能テスト、非機能要件テスト、性能テスト、
負荷テスト、セキュリティテスト、リグレッションテストほ
か）　など

ソフトウェア導入 ソフトウェア導入計画の作成、ソフトウェア導入の実施
など

ソフトウェア受入れ 受入れレビューと受入れテスト、ソフトウェア製品の納入
と受入れ、利用者マニュアル、教育訓練　など

ソフトウェア
保守

ソフトウェア保守の形態、ソフトウェア保守の意義　など

ソフトウェア
開発管理技術

開発プロセス・
手法

ソフトウェア開発モデル、アジャイル開発、ソフトウェア
再利用、リバースエンジニアリング、マッシュアップ、構
造化手法、形式手法、ソフトウェアライフサイクルプロセ
ス（ ）、プロセス成熟度　など

知的財産適用管理 著作権管理、特許管理、保管管理、技術的保護（コピ
ーガード、 、アクティベーションほか）　など

開発環境管理 開発環境稼働状況管理、開発環境構築、設計データ管
理、ツール管理、ライセンス管理　など

構成管理・
変更管理

構成識別体系の確立、変更管理、構成状況の記録、品
目の完全性保証、リリース管理及び出荷　など

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系

プロジェクト
マネジメント

プロジェクト
マネジメント❷

プロジェクト
統合マネジメント

プロジェクト憲章作成、プロジェクトマネジメント計画書
作成、プロジェクト実行の指揮・マネジメント、プロジェ
クト作業の監視・コントロール、統合変更管理、プロジ
ェクトやフェーズの終結

プロジェクト・
スコープ・
マネジメント

要求事項収集、スコープ定義、 作成、スコープ検証、
スコープ・コントロール

プロジェクト・
タイム・マネジメント

アクティビティ定義、アクティビティ順序設定、アクティ
ビティ資源見積り、アクティビティ所要期間見積り、ス
ケジュール作成、スケジュール・コントロール

プロジェクト・
コスト・マネジメント

コスト見積り、予算設定、コスト・コントロール

プロジェクト
品質マネジメント

品質計画、品質保証、品質管理

プロジェクト
人的資源マネジメント

人的資源計画書作成、プロジェクト・チーム編成、プロ
ジェクト・チーム育成、プロジェクト・チームのマネジメ
ント

プロジェクト・
コミュニケーション・
マネジメント

ステークホルダー特定、コミュニケーション計画、情報
配布、ステークホルダーの期待のマネジメント、実績報
告

プロジェクト・
リスク・マネジメント

リスク・マネジメント計画、リスク特定、定性的リスク
分析、定量的リスク分析、リスク対応計画、リスクの監視・
コントロール

プロジェクト
調達マネジメント

調達計画、調達実行、調達管理、調達終結

知
識
体
系

（

）
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分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系

サービス
マネジメント

サービス
マネジメント

サービス
マネジメント

サービスマネジメントの意義と目的、サービス価値、ユ
ーザの遵守事項、サービスライフサイクル、 、シス
テム運用管理者の役割、サービスレベル合意書（ ）、
運用評価指標の評価・検証、運用引継ぎ　など

運用設計・ツール スケジュール設計、システムの導入、システムの移行、
運用支援ツール、監視ツール、診断ツール　など

サービスサポート サービスデスク（ヘルプデスク）、インシデント管理（障
害管理）、問題管理、構成管理、変更管理、リリース管理、
リスク管理、コンピュータの運用・管理　など

サービスデリバリ システムの操作、サービスレベル管理（ ）、キャパ
シティ管理、可用性管理、 サービス継続性管理、ユ
ーザ管理、システムの資源管理、 サービス財務管理、
情報資産管理など

サービス
マネジメント構築

ギャップ分析、リスクアセスメント、要件設定　など

ファシリティ
マネジメント

設備管理（電源・空調設備ほか）、施設管理、施設・
設備の維持保全、環境対策　など

システム監査 システム監査 システム監査の意義と目的、システム監査の対象業務、
システムの可監査性、システム監査人の要件、システム
監査計画、システム監査の実施（予備調査、本調査、評価・
結論）、システム監査の報告、システム監査の品質評価、
システム監査基準、システム監査技法、監査証拠、監査
調書、保証型監査、助言型監査、コンピュータ支援監
査技法（ ）など

内部統制 内部統制の意義と目的、内部統制報告制度、 ガバナ
ンス、内部統制の評価・改善、 （統制自己評価）
など

ス
ト
ラ
テ
ジ
系

システム戦略 システム戦略 情報システム戦略 情報システム戦略の意義と目的、全体最適化方針、全体
最適化計画、情報化推進体制、情報化投資計画、ビジ
ネスモデル、業務モデル、情報システムモデル、エンタ
ープライズアーキテクチャ（ ）、プログラムマネジメント、
システムオーナ、データオーナ、プロセスフレームワーク、
コントロールフレームワーク、品質統制（品質統制フレ
ームワーク）、情報システム戦略評価、情報システム戦略
実行マネジメント、 投資マネジメント、 経営力指標
　など

業務プロセス 、業務分析、業務改善、業務設計、ビジネスプロセ
スマネジメント（ ）、 、オフショア、 　など

ソリューション
ビジネス

ソリューションビジネスの種類とサービス形態、業務パッ
ケージ、問題解決支援、 、 、クラウドコンピュ
ーティング（ 、 、 ほか）　など

システム
活用促進・評価

情報リテラシ、データ活用、普及啓発、人材育成計画、
システム利用実態の評価・検証、ディジタルディバイド、
システム廃棄　など

システム企画 システム化計画 システム化構想、システム化基本方針、全体開発スケジ
ュール、開発プロジェクト体制、要員教育計画、開発投
資対効果、投資の意思決定法（ 、 法ほか）、
ポートフォリオ、システムライフサイクル、情報システム
導入リスク分析　など

要件定義 要求分析、ユーザニーズ調査、現状分析、課題定義、
要件定義手法、業務要件定義、機能要件定義、非機能
要件定義、利害関係者要件の確認、システム戦略との
整合性検証　など



分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

ス
ト
ラ
テ
ジ
系

システム戦略 システム企画 調達計画・実施 調達計画、調達の要求事項、調達の条件、提案依頼書
（ ）、提案評価基準、見積書、提案書、調達選定、
調達リスク分析、内外作基準、ソフトウェア資産管理、
ソフトウェアのサプライチェーンマネジメント　など

経営戦略 経営戦略
マネジメント

経営戦略手法 競争戦略、差別化戦略、ブルーオーシャン戦略、コアコ
ンピタンス、 ＆ 、アライアンス、グループ経営、企
業理念、 分析、 、バリューチェーン分析、
成長マトリクス、アウトソーシング、シェアドサービス、
インキュベータ　など

マーケティング マーケティング理論、マーケティング手法、マーケティン
グ分析、ライフタイムバリュー（ ）、消費者行動モデ
ル、広告戦略、ブランド戦略、価格戦略　など

ビジネス戦略と
目標・評価

ビジネス戦略立案、ビジネス環境分析、ニーズ・ウォン
ツ分析、競合分析、 分析、戦略目標、 、 、
、バランススコアカード　など

経営管理システム 、 、 、意思決定支援、ナレッジマネジメント、
企業内情報ポータル（ ）　など

技術戦略
マネジメント

技術開発戦略の
立案

製品動向、技術動向、成功事例、発想法、コア技術、
技術研究、技術獲得、技術供与、技術提携、技術経営
（ ）、産学官連携、標準化戦略　など

技術開発計画 技術開発投資計画、技術開発拠点計画、人材計画、技
術ロードマップ、製品応用ロードマップ、特許取得ロー
ドマップ　など

ビジネス
インダストリ

ビジネスシステム 流通情報システム、物流情報システム、公共情報システム、
医療情報システム、金融情報システム、電子政府、
システム、 、スマートグリッド、 会議システム、
ユビキタスコンピューティング　など

エンジニアリング
システム

エンジニアリングシステムの意義と目的、生産管理システ
ム、 、 、 　など

ビジネス （ 、 などの電子商取引）、電子決済システム、
、 カード・ 応用システム、ソーシャルメディア

（ 、ミニブログほか）、ロングテール　など

民生機器 機器、家電機器、個人用情報機器（携帯電話、スマ
ートフォン、タブレット端末ほか）、教育・娯楽機器、コ
ンピュータ周辺 機器、業務用端末機器、民生用通
信端末機器　など

産業機器 通信設備機器、運輸機器 建設機器、工業制御 機
器 産業機器、設備機器、医療機器、分析機器・計測
機器など

企業と法務 企業活動 経営・組織論 経営管理、 、経営組織（事業部制、カンパニ制、
、 ほか）、コーポレートガバナンス、 、 、

コーポレートアイデンティティ、グリーン 、ヒューマン
リソース（ 、目標管理、ケーススタディ、裁量労働
制ほか）、行動科学（リーダシップ、コミュニケーション、
テクニカルライティング、プレゼンテーション、ネゴシエ
ーション、モチベーションほか）、 、リスクマネジメ
ント、 、株式公開（ ）　など

法務 ・ 線形計画法（ ）、在庫問題、 、ゲーム理論、
分析手法（作業分析、 法、ワークサンプリング法ほ
か）、検査手法（ 曲線、サンプリング、シミュレーシ
ョンほか）、品質管理手法（ 七つ道具、新 七つ
道具ほか）　など

知
識
体
系

（

）



別紙

分野 大分類 中分類 小分類 知識項目例

ス
ト
ラ
テ
ジ
系

企業と法務 法務 会計・財務 財務会計、管理会計、会計基準、財務諸表、連結会計、
減価償却、損益分岐点、財務指標、原価、リースとレ
ンタル、資金計画と資金管理、資産管理、経済性計算、

　など

知的財産権 著作権法、産業財産権法、不正競争防止法　など

セキュリティ
関連法規

不正アクセス禁止法、刑法（ウイルス作成罪ほか）、個
人情報保護法、プロバイダ責任制限法、特定電子メー
ル法、コンピュータ不正アクセス対策基準、コンピュー
タウイルス対策基準　など

労働関連・
取引関連法規

労働基準法、労働関連法規、外部委託契約、ソフトウェ
ア契約、ライセンス契約、 ライセンス（ 、
ライセンスほか）、パブリックドメイン、クリエイティブコ
モンズ、守秘契約（ ）、下請法、労働者派遣法、民法、
商法、公益通報者保護法、特定商取引法　など

その他の法律・
ガイドライン・
技術者倫理

コンプライアンス、情報公開、電気通信事業法、ネット
ワーク関連法規、会社法、金融商品取引法、リサイクル
法、各種税法、輸出関連法規、システム管理基準、ソフ
トウェア管理ガイドライン、情報倫理、技術者倫理、プ
ロフェッショナリズム　など

標準化関連 、 、 などの関連機構の役割、標準化団体、国際
認証の枠組み（認定 認証 試験機関）、各種コード（文
字コードほか）、 、 、
など

注　❶ は、 及びその子会社、関連会社の米国及びその他の国における登録商標又は商標です。
　　❷中分類「プロジェクトマネジメント」の小分類及び知識項目例は、「プロジェクトマネジメント知識体系ガイド（ ガイド）

第 版」（プロジェクトマネジメント協会（ ： ））から引用。
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